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平成26年6月4日に公布され，即日施行された「公共工事の品質確保の促進に関する法律の一部を改正す

る法律」により，「公共工事の品質確保の促進に関する法律」第18条に「技術提案の審査及び価格等の交

渉による方式」が規定された． 
国土技術政策総合研究所では，国土交通省が設置している「発注者責任を果たすための今後の建設生

産・管理システムのあり方に関する懇談会」で提示する「国土交通省直轄工事における技術提案・交渉方

式の運用ガイドライン」の原案の検討を行った．本稿ではその概要について報告する． 
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1. はじめに 

 

現在，国土交通省の直轄工事では，ほとんどにおいて

一般競争入札・総合評価落札方式が適用されている．し

かしながら，今日，大深度地下空間での工事，都市部で

の狭隘な空間での工事，重要な幹線道路で通行止めが許

されない状況での実施が求められる修繕工事，大規模災

害の被災地における短期間での実施が求められる復興工

事等，これまでにない厳しい条件下で高度な技術が必要

とされる工事の調達が想定され，従来の方式だけでない

多様な調達方式の整備が求められている． 

このような背景のもと，平成 26 年 6 月 4 日に公布さ

れ，即日施行された「公共工事の品質確保の促進に関す

る法律の一部を改正する法律」（平成 26 年法律第 56

号）により，「公共工事の品質確保の促進に関する法

律」（平成 17 年法律第 18 号．以下「品確法」とい

う．）第 18 条に「技術提案の審査及び価格等の交渉に

よる方式」（以下「技術提案・交渉方式」という．）が

規定された．その後，国土交通省が設置している「発注

者責任を果たすための今後の建設生産・管理システムの

あり方に関する懇談会（座長：小澤一雅 東京大学大学

院工学系研究科教授）」で技術提案・交渉方式について

検討され，その結果を踏まえ，平成 27 年 6 月に「国土

交通省直轄工事における技術提案・交渉方式の運用ガイ

ドライン」（以下「ガイドライン」という．）が策定さ

れた．ガイドラインによる技術提案・交渉方式では，技

術提案で優先交渉権者を選定し，優先交渉権者と価格等

の交渉を行った後，交渉の結果に基づいて予定価格を作

成することとなる． 

本稿ではガイドラインの記載に基づき，技術提案・交

渉方式の概要について報告する． 

 
 
2. 概要 

 

(1) 適用が想定される工事 

技術提案・交渉方式は，品確法第 18 条の規定に基づ

き，当該工事の性格等により，発注者が仕様の確定が困

難な場合に適用される． 
具体的に適用される工事としては，  

① 「発注者が最適な仕様を設定できない工事」 
② 「仕様の前提となる条件の確定が困難な工事」 

が想定される．それぞれの工事の例等を表-1 に示す．

具体の適用に当たっては学識経験者等で構成される第三

者委員会において，適用の妥当性について審査を実施す

るものとする． 
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表-1 適用が想定される工事 

工事の種類 適用が想定される工事 適用が想定される工事の例 

①発注者が

最適な仕様

を設定でき

ない工事 

・ 技術的難易度が高く，通常の工法では施工条件を

達成し得ないリスクが大きいことから，発注者側

において最適な工法の選定が困難であり，施工者

独自の高度で専門的な工法等を活用することが必

要な工事 

例1）国家的な重要プロジェクト開催までに確実な完成

が求められる大規模なものである一方，交通に多

大な影響を及ぼすため，工事期間中の通行止めが

許されないことから，高度な工法等の活用が必要

な高架橋架け替え工事 

例2）社会的に重要な路線である一方，これまでに施工

された実績が無いような厳しい施工ヤードの制限

や周辺交通・環境への配慮が特に必要とされるこ

とから，高度な工法等の活用が必要な立体交差化

工事 

②仕様の前

提となる条

件の確定が

困難な工事 

・ 構造物の大規模な修繕において，損傷の不可視部

分が存在するなど，仕様の前提となる現場の実態

の把握に制約があるため，その状況に合わせた施

工者独自の高度な工法等の活用が必要な工事 

・ 大災害からの復興事業など，その遅延により地域

経済に大きな影響を及ぼすことが想定される大規

模プロジェクトにおいて，早期の着手・完成・供

用を図るため，仕様の前提となる条件を確定でき

ない早期の段階から，施工者独自の高度な工法等

の反映が必要な工事 

例1）構造的に特殊な橋梁における大規模で複雑な損傷

の修繕工事 

例2）大震災の被災地における大規模で複合的な復興事

業の早期実施のために行う工事 

 
(2) 契約タイプ 

技術提案・交渉方式は，施工者独自の高度で専門的な

ノウハウや工法等を活用することを目的としており，こ

の目的を達成するため，一般的な「工事の施工のみを発

注する方式」と異なり，設計段階において施工者が参画

することが必要となる． 

ガイドラインでは技術提案・交渉方式として，①設

計・施工一括タイプ，②技術協力・施工タイプ及び③設

計交渉・施工タイプの3種類の契約タイプに分類してお

り，図-1の選定フローを参考に契約タイプの選定を行う． 

以下，各タイプの概要について説明する．  

 

技術提案・交渉方式

【設計・施工一括タイプ】
選定した優先交渉権者と設
計と施工を一括で契約

設計の品質確保又は効率
的な設計には施工者によ

る設計が必要となる

【設計交渉・施工タイプ】
選定した優先交渉権者と設
計と施工を別個に契約

【技術協力・施工タイプ】
選定した優先交渉権者の技
術を設計に反映した後に施
工を契約

No

Ｙｅｓ

No

Ｙｅｓ

公示段階で
仕様の前提となる条件

が不確定

 
図-１ 契約タイプの選定フロー 

 

a) 設計・施工一括タイプ（図-２） 

「発注者が最適な仕様を設定できない工事」において，

技術提案に基づき選定された優先交渉権者と価格等の交

渉を行い，交渉が成立した場合に設計及び施工の契約を

締結する． 

b)  技術協力・施工タイプ（図-３） 

「発注者が最適な仕様を設定できない工事」又は「仕

様の前提となる条件の確定が困難な工事」において，技

術提案に基づき選定された優先交渉権者と技術協力業務

の契約を締結し，別の契約に基づき実施している設計に

技術提案内容を反映させながら価格等の交渉を行い，交

渉が成立した場合に施工の契約を締結する． 

優先交渉権者とは技術協力業務の契約と同時に，工事

の契約に至るまでの手続に関する基本協定を締結し，円

滑に価格等の交渉を行うものとする．また，優先交渉権

者の技術提案を踏まえた設計を円滑に実施するため，技

術協力業務及び設計業務の仕様書に発注者，設計者及び

優先交渉権者の三者間の協力に関する取り決めを記載す

るか，三者間で設計協力協定を締結するものとする． 

優先交渉権者が発注者に提出した技術提案とその技術

情報は，発注者から設計者に提供され，設計者がその内

容の確認と評価を行い，その後，発注者，設計者及び優

先交渉権者の三者で設計への適用の可能性や有効性，課

題等について協議したうえで，発注者の判断により，設

計への反映を設計者に指示するものとする． 

 

c)  設計交渉・施工タイプ（図-４） 

「発注者が最適な仕様を設定できない工事」又は「仕

様の前提となる条件の確定が困難な工事」において，技

術提案に基づき選定された優先交渉権者と設計業務の契

約を締結し，設計の過程で価格等の交渉を行い，交渉が

成立した場合に施工の契約を締結する． 

設計段階では優先交渉権者と設計業務の契約を締結す
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る．優先交渉権者とは設計業務の契約と同時に，工事の

契約に至るまでの手続に関する基本協定を締結し，円滑

に価格等の交渉を行うものとする．  

設計・施工技術提案

監督・検査

施工者

発注者

見積り

契
約

交渉

優先交渉権者選定 費用の妥当性検討

合意

 

図-2 設計・施工一括タイプの契約形態 

 

設計者 設計

契
約

技術協力・見積り

契
約

監督・検査発注者 優先交渉権者選定
設計者・施工者間の調整

費用の妥当性検討

契
約

交渉 合意

技術提案施工者 施工

発注者を介して実施

随意契約により優先交渉権者が別途契約さ
れている設計業務への技術協力業務を行う

 
図-3 技術協力・施工タイプの契約形態 

 

施工技術提案 設計・見積り施工者

契
約

契
約

交渉 合意

監督・検査発注者 優先交渉権者選定 設計・費用の妥当性検討

随意契約により優先交渉権者が設計業務を行う

 
図-4 設計交渉・施工タイプの契約形態 

 

(3) 技術提案の評価項目 

「発注者が最適な仕様を設定できない工事」では，総

合評価落札方式技術提案評価型A型と基本的には同様な

評価項目となる．一方，「仕様の前提となる条件の確定

が困難な工事」では，定量的な提案や評価が困難なため，

実施方針や事業目標を達成するための手法，アイデア等

を評価することとなる．評価項目の例を図-5に示す． 

なお，工程短縮やコスト縮減の提案においては，施工

方法や使用資機材の見直しなど合理的な根拠に基づき，

適正な工期，施工体制等を確保することを前提とする．

また，提案内容の評価においては，無理な工期，価格に

よって品質・安全が損なわれる，あるいは下請，労働者

等に適正な支払いがなされない恐れがないよう留意する． 

 

(4) 参考額の設定 

技術提案・交渉方式では，競争参加者にとっては技術

提案の自由度が高い反面，仕様が確定していないことか

ら，場合によっては，提案する目的物の品質・性能と価

格等のバランスの判断が困難となり，発注者にとって過

剰な品質で高価格な提案となる恐れがある．また，競争

参加者により提案された目的物の品質・性能や価格等に

大きなバラツキがある場合，発注者がその内容の評価を

適切に実施することが困難となることも想定される．そ

のため，競争参加者の提案する目的物の品質・性能のレ

ベルの目安として，予め，発注者が参考額を設定するこ

とができる． 

なお，参考額は単なる目安であり，予算決算及び会計

令第 99 条の 5 に規定された予定価格ではなく，その範

囲内での契約を要するものではない． 

参考額の設定方法として，以下の 2通りが考えられる． 

① 既往設計，予算規模，過去の同種工事等を参考に

設定した参考額を説明書に明示する． 
② 競争参加者に見積りの提示を求め，提示された見

積りを参考に予算規模と調整した上で参考額を設

定する． 
 

仕様の前提となる条件の確定が困難な工事
の評価項目の例

発注者が最適な仕様を設定できない工事
の評価項目の例

分類
評価項目

定性評価 定量評価

総合的なコストの

縮減

使用材料等の耐久性、維持

管理の容易性、経済的な施

工方法

工事目的物の

性能・機能の向上

品質管理方法

景観

機械設備等の処理能力

社会的要請への

対応

施工期間（日数）

貴重種等の保護・保全対策

汚染土壌の処理対策

地滑り・法面崩落危険指定

地域内の対策

周辺住民の生活環境維持対

策

施工中の騒音値、振動、粉

塵濃度、CO2排出量

現道の交通対策 交通規制期間

濁水処理対策 濁水発生期間、pH値、SS値

分類 評価項目

実施方針・実施体制 技術協力業務（設計業務）の実施方針・実施体制

工事の実施方針・実施体制

事業課題に対する提案 工程短縮 目的物や仮設物の設計、施工方
法、使用資機材等に関する工期短
縮に有効な工夫

工程管理手法に関する提案

コスト縮減 目的物や仮設物の設計、施工方
法、使用資機材等に関するライフ
サイクルコストを含めたコスト縮減
に有効な工夫
コスト管理手法に関する提案

厳しい現場
条件での施
工に関する
提案

地下水、地質、施工ヤード施工中
の制約条件等について当該工事
固有の厳しい条件があれば、その
対策方法に関する提案を求める

 総合評価落札方式技術提案評価型A型と基本的
には同様な評価項目。

 仕様の前提となる条件が確定していないため、定量
的な提案や評価は困難。

 実施方針や事業目的を達成するための手法、アイデ
ア等を評価する。

 
図-5 評価項目の例 
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(5) 優先交渉権者の設定 

競争参加者から提出された技術提案内容を，技術評価

点の高い者から順位付けし，第１位の者を優先交渉権者

とする．支出負担行為担当官又は分任支出負担行為担当

官は，当該技術提案を提出した者に対して優先交渉権者

に選定された旨を通知する．また，次順位以降となった

各競争参加者に対して次順位以降の交渉権者として選定

された旨を通知する． 

 

(6) 価格等の交渉 

価格等の交渉の成立については，発注者としての説明

責任を有していることに留意し，成立条件を含めて学識

経験者への意見聴取結果を踏まえて決定する．交渉の成

立条件は，以下のような条件を満たしているものとする． 

・ 参考額又は予定事業規模と見積りの総額が著しく

乖離していない．また，乖離している場合もその

内容の妥当性や必要性が認められる． 

・ 各工種の直接工事費が積算基準や特別調査結果

（建設資材及び施工歩掛）等と著しく乖離してい

ない．また，乖離している場合でもその根拠とし

て信頼性のある資料の提示がある． 

優先交渉権者との交渉が成立した場合，次順位以降の

交渉権者に対し，その理由を付して非特定の通知を行う． 

 

(7) 予定価格の作成と工事請負契約の締結 

予定価格については発注者としての説明責任を有して

いることに留意し，価格等の交渉の過程における学識経

験者への意見聴取結果を踏まえて定める．作成に当たっ

ては，価格等の交渉を通じて合意した技術提案を実施す

るために必要となる設計数量等（数量総括表，内訳書，

単価表等の内容）について確認を行う．確認の結果を踏

まえ諸積算基準類により予定価格を算定する．積算基準

類に該当する歩掛や単価がない工種等に関しては，価格

等の交渉の合意内容に基づくものとする． 

予定価格の作成後，発注者と優先交渉権者で見積合せ

を実施し，最終的な見積書等の工事金額が予定価格を下

回った場合は，優先交渉権者と工事請負契約を締結する． 

 

(8) 交渉不成立時の対応 

優先交渉権者との価格等の交渉を不成立とした場合に

は，優先交渉権者にその理由を付して非特定の通知を行

うとともに，技術評価点の次順位の交渉権者に対して優

先交渉権者となった旨を通知する．次順位の交渉権者に

対しては価格等の交渉の意思の有無を確認した上で，交

渉を開始するものとする． 

 

(9) 価格等の交渉結果の公表 

発注者は契約手続の透明性・公正性を確保するため，

価格等の交渉について，その実施方法及び経過に関する

結果を，工事の契約後早期に公表するものとする． 

 

(10) 中立かつ公正な審査・評価の確保 

技術提案・交渉方式の適用に当たっては，発注者の恣

意を排除し，中立かつ公正な審査・評価を行うことが重

要である．よって学識経験者より，個別工事の公示前，

技術審査段階及び価格等の交渉の各段階において意見聴

取を行う． 

 

（11） 今後の検討課題 

工事費の透明性の向上のため，工事費をマネジメント

契約によるコスト＋フィーで支払いを行い，オープンブ

ックによって当該コストを検証することが考えられる．

しかしながら，これらの運用に当たっては契約図書の整

備や積算基準の見直し等が必要となることから，その実

施については今後の検討課題とする． 

 

3. おわりに 

 

今後，制約条件の厳しい工事において，技術提案・交

渉方式が活用され，施工者の有する技術により効率的で

効果的な調達が実現されれば幸いである．  
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GUIDELINE OF TECHNICAL PROPOSAL AND NEGOTIATION METHOD FOR 

MINISTRY OF LAND, INFRASTRUCTURE, TRANSPORT AND TOURISM 
 

Tomoo TEMMA, Tomohiro OGAWA and Yasuo MORITA 
 

The technical proposal and Negotiation method was stipulated in the article 18 of the Bill for Ensuring 
the Quality of Public Works by its amendment in 2014. 
The National Institute for Land and Infrastructure Management had prepared the implementation guide-
line’s draft on which it was discussed at “the Round-table conference on the future construction produc-
tion and management system to discharge the owner’s duty”. This paper reports the guideline’s outline. 
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